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当社は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表

規則」といいます。）に基づき、連結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成して

おります。

１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,546,784 1,399,534

受取手形、営業未収入金及び契約資産 346,400 311,773

有価証券 15,000 15,000

棚卸資産 ※1 36,050 ※1 30,798

銀行代理業務未決済金 38,655 38,422

その他 65,087 148,233

貸倒引当金 △1,307 △796

流動資産合計 2,046,669 1,942,966

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 945,138 911,107

土地 1,352,676 1,352,968

使用権資産（純額） 56,522 53,960

その他（純額） 173,390 186,722

有形固定資産合計 2,527,727 2,504,757

無形固定資産 95,726 93,243

投資その他の資産

その他 86,712 71,364

貸倒引当金 △2,076 △2,114

投資その他の資産合計 84,636 69,250

固定資産合計 2,708,091 2,667,251

資産合計 4,754,760 4,610,218
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 121,669 117,868

短期借入金 151,539 98,468

未払金 327,405 139,744

生命保険代理業務未決済金 952 940

未払法人税等 14,832 12,515

預り金 182,756 151,462

郵便局資金預り金 810,000 860,000

賞与引当金 104,721 105,639

その他 138,659 176,750

流動負債合計 1,852,538 1,663,388

固定負債

長期借入金 － 94,328

リース債務 91,269 86,480

繰延税金負債 9,548 9,483

役員株式給付引当金 218 247

退職給付に係る負債 1,935,259 1,968,406

その他 94,376 97,324

固定負債合計 2,130,672 2,256,271

負債合計 3,983,210 3,919,660

純資産の部

株主資本

資本金 400,000 400,000

資本剰余金 141,930 141,930

利益剰余金 239,605 171,282

株主資本合計 781,536 713,212

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 348 244

為替換算調整勘定 △114,313 △117,100

退職給付に係る調整累計額 79,636 70,354

その他の包括利益累計額合計 △34,328 △46,500

非支配株主持分 24,341 23,846

純資産合計 771,550 690,558

負債純資産合計 4,754,760 4,610,218
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業収益

郵便業務等収益 934,024 930,897

銀行代理業務手数料 163,388 157,762

生命保険代理業務手数料 62,520 59,144

郵便局ネットワーク維持交付金 150,028 151,500

国際物流業務等収益 212,662 264,677

その他の営業収益 57,219 77,324

営業収益合計 1,579,844 1,641,307

営業原価 1,492,178 1,594,107

営業総利益 87,666 47,200

販売費及び一般管理費 ※1 107,853 ※1 109,801

営業損失（△） △20,187 △62,600

営業外収益

受取利息 628 770

受取配当金 7 20

持分法による投資利益 4 383

為替差益 273 －

助成金収入 813 1,472

その他 1,106 1,028

営業外収益合計 2,833 3,676

営業外費用

支払利息 5,091 5,314

為替差損 － 414

その他 537 541

営業外費用合計 5,628 6,270

経常損失（△） △22,983 △65,194

特別利益

固定資産売却益 2,227 2,869

受取保険金 2,126 －

事業譲渡損戻入額 1,808 817

その他 2,633 444

特別利益合計 8,796 4,131

特別損失

固定資産売却損 241 178

固定資産除却損 705 646

減損損失 318 200

その他 1,120 1,907

特別損失合計 2,387 2,933

税金等調整前中間純損失（△） △16,574 △63,996

法人税、住民税及び事業税 4,267 3,989

法人税等調整額 639 53

法人税等合計 4,907 4,043

中間純損失（△） △21,481 △68,039

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株
主に帰属する中間純損失（△）

△449 283

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △21,032 △68,323
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

中間純損失（△） △21,481 △68,039

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 218 △103

繰延ヘッジ損益 △33 －

為替換算調整勘定 2,625 △2,769

退職給付に係る調整額 △10,990 △9,281

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 △0

その他の包括利益合計 △8,182 △12,154

中間包括利益 △29,663 △80,194

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △30,071 △80,496

非支配株主に係る中間包括利益 407 301
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △16,574 △63,996

減価償却費 67,437 76,687

減損損失 318 200

のれん償却額 － 70

持分法による投資損益（△は益） △4 △383

貸倒引当金の増減額（△は減少） △334 △489

賞与引当金の増減額（△は減少） △409 866

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △19 29

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,142 33,134

受取利息及び受取配当金 △636 △791

支払利息 5,091 5,314

固定資産売却損益（△は益） △2,039 △2,746

固定資産除却損 705 647

売上債権の増減額（△は増加） 9,895 34,277

棚卸資産の増減額（△は増加） △4,452 5,268

仕入債務の増減額（△は減少） △1,810 △3,777

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,885 23,223

預り金の増減額（△は減少） △34,312 △26,718

郵便局資金預り金の増減額（△は減少） △30,000 50,000

その他 △138,016 △165,039

小計 △128,902 △34,221

利息及び配当金の受取額 731 5,090

利息の支払額 △5,235 △5,164

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △7,455 △5,731

その他 4,744 836

営業活動によるキャッシュ・フロー △136,117 △39,191
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △13,400 △12,400

定期預金の払戻による収入 15,200 13,400

投資有価証券の取得による支出 △355 △196

投資有価証券の売却による収入 1 －

有形固定資産の取得による支出 △33,408 △73,987

有形固定資産の売却による収入 5,663 10,056

無形固定資産の取得による支出 △25,083 △6,828

関係会社株式の売却による収入 23 6,067

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による収入

3 －

その他 △3,255 △1,217

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,610 △65,106

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △8,876 △10,934

短期借入れによる収入 42,382 34,445

短期借入金の返済による支出 △56,612 △100,136

長期借入れによる収入 － 96,391

配当金の支払額 △62,111 －

非支配株主への配当金の支払額 △551 △832

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の
取得による支出

－ △92

財務活動によるキャッシュ・フロー △85,769 18,840

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,969 △496

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △271,527 △85,953

現金及び現金同等物の期首残高 1,749,621 1,540,113

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 1,478,093 ※1 1,454,159
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日)等を当中間連結会計期

間の期首から適用しております。

なお、当該会計基準等の適用が中間連結財務諸表に与える影響はありません。

(中間連結貸借対照表関係)

※１．棚卸資産の内訳

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

商品 8,951百万円 9,803百万円

販売用不動産 16,230 〃 10,074 〃

仕掛不動産 1,985 〃 1,985 〃

仕掛品 80 〃 756 〃

貯蔵品 8,801 〃 8,178 〃

２．偶発債務

一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合において、貸主か

ら解約補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して

投資した総額のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、連結決算日現在、

発生する可能性のある解約補償額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

56,804百万円 55,275百万円

なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減額するこ

とから、全額が補償対象とはなりません。

(中間連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

給与手当 38,709百万円 38,500百万円

支払手数料 15,798 〃 15,622 〃

減価償却費 6,134 〃 5,163 〃

２．当社は、事業の性質上、営業収益に季節的変動があり、上半期に比し、下半期の割合が多くなる傾向があり

ます。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 1,495,977百万円 1,399,534百万円

その他勘定（流動資産）（注） － 〃 81,391 〃

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 15,000 〃 15,000 〃

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △13,400 〃 △12,400 〃

負の現金同等物としての当座借越 △19,482 〃 △29,366 〃

現金及び現金同等物 1,478,093百万円 1,454,159百万円

（注）その他勘定（流動資産）はCMS（キャッシュマネジメントサービス）による日本郵政株式会社への預け金で

あります。

(中間株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 62,111 6,211.14 2023年３月31日 2023年６月22日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計郵便・物流
事業

郵便局窓口
事業

国際物流
事業
（注）

不動産
事業

計

営業収益

外部顧客に対する
営業収益

936,824 414,309 212,662 16,046 1,579,844 － 1,579,844

セグメント間
の内部営業収益

4,765 99,684 338 519 105,308 － 105,308

計 941,589 513,994 213,000 16,566 1,685,152 － 1,685,152

セグメント利益
又は損失（△）

△50,870 31,085 3,475 △504 △16,813 － △16,813

(注) 国際物流事業のセグメント利益又は損失は、営業利益ベースの数値（EBIT)を記載しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △16,813

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 426

全社費用（注） △1,451

その他の調整額 △2,349

中間連結損益計算書の営業損失（△） △20,187

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計郵便・物流
事業

郵便局窓口
事業

国際物流
事業
（注）

不動産
事業

計

営業収益

外部顧客に対する
営業収益

933,688 406,722 264,677 36,219 1,641,307 － 1,641,307

セグメント間
の内部営業収益

5,528 101,701 278 545 108,054 － 108,054

計 939,217 508,423 264,956 36,764 1,749,362 － 1,749,362

セグメント利益
又は損失（△）

△94,789 21,747 4,594 10,141 △58,306 － △58,306

(注) 国際物流事業のセグメント利益又は損失は、営業利益ベースの数値（EBIT)を記載しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △58,306

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 425

全社費用（注） △1,490

その他の調整額 △3,229

中間連結損益計算書の営業損失（△） △62,600

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分方法の変更）

当社グループ内の業績管理区分の一部変更に伴い、当中間連結会計期間より報告セグメントとして「不動産事

業」を新設しており、当社の営む事業の区分を従来の「郵便・物流事業」「郵便局窓口事業」から、「郵便・物流

事業」「郵便局窓口事業」「不動産事業」に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを記載しておりま

す。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループにおける顧客との契約から生じる収益のうち、主な収益を下記のとおり分解しております。これら

の分解した収益とセグメント収益との関連は以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計郵便・物流

事業
郵便局窓口

事業
国際物流
事業

不動産
事業

計

郵便業務等収益 841,813 － － － 841,813 － 841,813

銀行代理業務手数料 － 163,388 － － 163,388 － 163,388

生命保険代理業務手数料 － 62,520 － － 62,520 － 62,520

物販 － 15,532 － － 15,532 － 15,532

提携金融 － 3,915 － － 3,915 － 3,915

国際物流業務等収益 － － 212,662 － 212,662 － 212,662

不動産 － － － 1,465 1,465 － 1,465

その他 91,244 12,390 － － 103,635 － 103,635

顧客との契約から生じる
収益

933,058 257,747 212,662 1,465 1,404,933 － 1,404,933

その他の収益 (注１) 3,766 156,562 － 14,581 174,910 － 174,910

外部顧客に対する
営業収益

936,824 414,309 212,662 16,046 1,579,844 － 1,579,844

（注）１. その他の収益には、郵便局ネットワーク維持交付金に係る収益及び企業会計基準第13号「リース取引に関

する会計基準」の範囲に含まれるリース取引に係る収益等が含まれております。

２. 前中間連結会計期間の収益の分解情報については、「（セグメント情報等）当中間連結会計期間 ３.報告

セグメントの変更等に関する事項」に記載の報告セグメント区分変更後の区分により作成したものを記載

しております。

当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計郵便・物流

事業
郵便局窓口

事業
国際物流
事業

不動産
事業

計

郵便業務等収益 836,692 － － － 836,692 － 836,692

銀行代理業務手数料 － 157,762 － － 157,762 － 157,762

生命保険代理業務手数料 － 59,144 － － 59,144 － 59,144

物販 － 16,033 － － 16,033 － 16,033

提携金融 － 4,367 － － 4,367 － 4,367

国際物流業務等収益 － － 264,677 － 264,677 － 264,677

不動産 － － － 17,366 17,366 － 17,366

その他 92,485 11,722 － － 104,208 － 104,208

顧客との契約から生じる
収益

929,178 249,030 264,677 17,366 1,460,252 － 1,460,252

その他の収益 (注) 4,510 157,691 － 18,853 181,055 － 181,055

外部顧客に対する
営業収益

933,688 406,722 264,677 36,219 1,641,307 － 1,641,307

（注）その他の収益には、郵便局ネットワーク維持交付金に係る収益及び企業会計基準第13号「リース取引に関する

会計基準」の範囲に含まれるリース取引に係る収益等が含まれております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

１株当たり中間純損失（△） （円） △2,103.25 △6,832.37

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純損失
（△）

（百万円） △21,032 △68,323

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属
する中間純損失（△）

（百万円） △21,032 △68,323

普通株式の期中平均株式数 （千株） 10,000 10,000

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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中間財務諸表

中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,411,140 1,264,837

営業未収入金及び契約資産 257,459 212,557

棚卸資産 27,428 21,612

銀行代理業務未決済金 38,655 38,422

その他 48,250 128,080

貸倒引当金 △75 △91

流動資産合計 1,782,859 1,665,418

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 862,756 831,897

土地 1,273,464 1,273,263

その他（純額） 95,508 102,846

有形固定資産合計 2,231,729 2,208,007

無形固定資産 86,522 83,449

投資その他の資産

関係会社株式 144,402 144,402

その他 27,364 27,318

貸倒引当金 △2,051 △2,086

投資その他の資産合計 169,715 169,633

固定資産合計 2,487,967 2,461,090

資産合計 4,270,826 4,126,509
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 56,522 56,582

未払金 292,638 103,165

生命保険代理業務未決済金 952 940

未払法人税等 10,810 9,009

預り金 180,714 149,149

郵便局資金預り金 810,000 860,000

賞与引当金 98,259 101,154

その他 88,298 124,829

流動負債合計 1,538,195 1,404,829

固定負債

退職給付引当金 2,007,385 2,031,377

役員株式給付引当金 218 247

長期借入金 － 25,223

繰延税金負債 1,072 1,026

その他 71,552 75,477

固定負債合計 2,080,228 2,133,351

負債合計 3,618,424 3,538,181

純資産の部

株主資本

資本金 400,000 400,000

資本剰余金 142,510 142,510

利益剰余金 109,546 45,575

株主資本合計 652,056 588,085

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 345 241

評価・換算差額等合計 345 241

純資産合計 652,402 588,327

負債純資産合計 4,270,826 4,126,509
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中間損益計算書

(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業収益

郵便業務等収益 880,024 876,161

銀行代理業務手数料 163,388 157,762

生命保険代理業務手数料 62,520 59,144

郵便局ネットワーク維持交付金 150,028 151,500

その他の営業収益 35,196 54,944

営業収益合計 1,291,158 1,299,513

営業原価 1,227,241 1,278,338

営業総利益 63,916 21,175

販売費及び一般管理費 87,156 89,006

営業損失（△） △23,239 △67,830

営業外収益

受取配当金 2,628 3,444

受取手数料 536 512

その他 1,198 1,901

営業外収益合計 4,363 5,858

営業外費用

支払利息 205 276

投資事業組合運用損 162 93

その他 296 360

営業外費用合計 665 730

経常損失（△） △19,541 △62,702

特別利益

固定資産売却益 1,535 108

移転補償金 1,323 175

特別利益合計 2,858 284

特別損失

固定資産売却損 13 30

固定資産除却損 421 304

減損損失 318 200

特別損失合計 753 535

税引前中間純損失（△） △17,437 △62,954

法人税、住民税及び事業税 1,931 1,016

中間純損失（△） △19,368 △63,970


